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今回は 2011 年 8 月下旬から 9 月上旬にかけて公布された法令をとりあげました。一部それ以前に公布され、公

表が遅れたものを含んでいます。 

 

［規則］ 

○「財政部の“十二五”期間の炭層ガス探

査・開発プロジェクトでの輸入物資の輸

入税免税に関する通知」（財関税［2011］

30 号、2011 年 8 月 8 日発布、2011 年 1

月 1 日～2015 年 12 月 31 日実施） 

 

 

 

○「財政部の“十二五”期間の我が国陸上

特定地区での石油（天然ガス）採掘輸入

物資税収政策に関する通知」（財関税

［2011］31 号、2011 年 8 月 8 日発布、

2011 年 1 月 1 日～2015 年 12 月 31 日

実施） 

 

○「財政部の“十二五”期間の我が国海洋

石油（天然ガス）開発輸入物資の輸入税

免除に関する通知」（財関税［2011］32

号、2011 年 8 月 8 日発布、2011 年 1 月

1 日～2015 年 12 月 31 日実施） 

 

 

○「資産評価機構審査認可・監督管理弁

法」（財政部令第 64 号、2011 年 8 月 18

日公布、同年 10 月 1 日施行） 

 

 

○「商務部の外国投資者国内企業合併・

買収安全審査制度実施の規定」（商務

部公告 2011 年第 53 号、2011 年 8 月 25

日公布、同年 9 月 1 日施行） 

 

 

第 12 次 5 カ年計画期間中に、中聯炭層ガス有限責任公司と国内

外合作者による炭層ガス探査･開発プロジェクトで、国内で生産で

きないか、国内で生産されているが要求に満たない、直接探査･開

発に使用する設備、計測器、部品、専用工具（具体リストあり）を輸

入する場合、輸入関税と輸入増値税を免除するという通知。その他

の炭層ガス探査･開発組織は、財政部に申請し、税関総署、国家

税務総局等の認定を得れば、同様の措置が適用される。 

 

上記通知と同様に、中国内の砂漠、ゴビ砂漠及び国の認可を得た

中外合作採掘入札区域で行う石油（天然ガス）採掘プロジェクトで、

国内で生産できないか、国内で生産されているが要求に満たない、

直接探査･開発に使用する設備、計測器、部品、専用工具（具体リ

ストあり）を輸入する場合、規定の免税枠内で輸入関税（中外合作

プロジェクトの場合は輸入増値税も）を免除するもの。 

 

同じく、海洋石油（天然ガス）採掘プロジェクトで、国内で生産できな

いか、国内で生産されているが要求に満たない、直接採掘に使用

する設備、計測器、部品、専用工具（具体リストあり）を輸入する場

合、規定の免税枠内で輸入関税と輸入増値税を免除するもの。 

 

 

 

2005 年の「資産評価機構審査認可管理弁法」（財政部令第 22 号）

に代わるもの。主な変更点は、①合併･分割、パートナーシップ制

から会社制への変更、移転などの変更・抹消手続き、②業務に対

する監督検査について規定を設けたこと。 

 

今年 2 月の 8 月 31 日を期限とした暫定施行規定に代わるもの。主

な変更点は、①合併･買収認可申請時に商務部に安全審査申請を

行っていない場合、地方商務部門は手続きを停止し、5 業務日以内

に書面で申請を要求するとしたこと、②商務部との事前協議は拘

束力及び法的効力を持たないとしたこと、③安全審査に関わる商

務部門、関係単位・人員に対し、国家機密、商業秘密及びその他

の秘密情報の保持義務を課したこと、など。 

 

三菱東京ＵＦＪ銀行 国際業務部  SEPTEMBER 7TH 2011SEPTEMBER 7TH 2011SEPTEMBER 7TH 2011SEPTEMBER 7TH 2011    
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○「商務部の事業者集中競争影響評価に

関する暫定施行規定」（商務部公告

2011年第55号、2011年8月29日公布、

同年 9 月 5 日施行） 

 

「独占禁止法」（2008 年 8 月 1 日施行）に規定される事業者集中

（M&A）の事前届出時の競争への影響評価に関する規定。商務部

が審査に当たって考慮すべき要素、市場シェアの計算方法などが

規定されている。 

 

 

（本シリーズは、原則として隔週で掲載しています。） 

 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

国際事業本部 海外アドバイザリー事業部 

池上隆介
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【【【【経済経済経済経済】】】】    

◆◆◆◆8888 月月月月のののの製造業製造業製造業製造業 PMI PMI PMI PMI 前月比僅前月比僅前月比僅前月比僅かにかにかにかに上昇上昇上昇上昇    

中国物流購買連合会の発表によると、8 月の製造業

PMI は前月比 0.2 ポイント上昇し、50.9 となった。11 の

PMI 構成要素のうち、指数が前月比下落したのは、新

規輸出受注、完成品在庫、購買数量、従業員雇用、サ

プライヤー配送時間の 5 つで、特に新規輸出受注指数

は 48.3（前月比▲2.1 ポイント）と大幅に下落し、2009 年

5 月以来初めて景気拡大･縮小の分岐点となる 50 を下

回った。業種別に見ると、PMI が 50 を下回った業種が

前月比やや増加しており、その多くが原材料輸入や完

成品輸出等で国際市場と関係のある業種となってい 

る。同連合会は、グローバル環境が中国のPMIに与える影響は今や軽視できなくなっているとし、各国が金融緩和

政策を継続する中、国際商品価格の高騰に警戒を要するとしている。なお、8 月の非製造業 PMI は前月比 2.0 ポイ

ント低下の 57.6 となった。 

◆◆◆◆温温温温家宝首相家宝首相家宝首相家宝首相    物価抑制物価抑制物価抑制物価抑制がががが引引引引きききき続続続続きききき最優先課題最優先課題最優先課題最優先課題 

温家宝首相は 1 日、「足元のマクロ経済情勢と経済運営」と題する文章を共産党機関誌「求是」に発表した。中国

の経済運営は総体的に良好で、足元の緩やかな景気減速は政府の予想の範囲内にあるとし、今後、引き続き物

価抑制をマクロ調整の最優先課題とし、穏健な金融政策と積極的な財政政策を継続することを強調した。現在、中

国経済が直面している新たな問題として、①景気減速とインフレが重なり合い、政府のマクロ調整の難度が高まっ

た、②不動産価格が高止まり、不動産の成約件数が低迷、住宅竣工件数の伸び率が下落している、③多くの圧迫

要因から、一部中小企業が経営難に陥っている、④一部の高エネルギー消耗企業の生産が増勢に転じ、省エネ・

排出削減の目標達成が厳しい状況にある、⑤食品安全に対する市民の不満が高まっている、等を挙げた。また、

今後の経済運営上の重点は、①物価安定の維持、②不動産価格抑制策の徹底、③農業・食糧生産への注力、④

構造調整と省エネ・排出削減の推進、⑤改革開放の深化、⑥民生保障と改善への注力、にあると明らかにした。 

◆◆◆◆発改委発改委発改委発改委    物価物価物価物価がががが引引引引きききき続続続続きききき高水準高水準高水準高水準でででで推移推移推移推移するするするする可能性可能性可能性可能性をををを示唆示唆示唆示唆    

国家発展改革委員会（発改委）は 29 日、当面の中国経済の安定運営に影響するマイナス要因の一つとして、物価

が引き続き高水準で推移する可能性があることと指摘し、インフレ持続への警戒感を示した。世界的な金融緩和

局面が長期化する中、輸入インフレの改善は期待できず、加えて中国国内の生産コストの上昇、自然災害等か

ら、年間のインフレ抑制目標（4%前後）の達成には困難が増しているとした。また、その他の経済運営上のマイナス

要因について、穀物の秋季収穫の不確定性、省エネ・排出削減の実行の不徹底、中小企業の資金調達難等も指

摘した。 

 

【【【【産業産業産業産業】】】】    

◆◆◆◆2011201120112011 年中国企業年中国企業年中国企業年中国企業トップトップトップトップ 500500500500 社発表社発表社発表社発表    

中国企業連合会と中国企業家協会は 3 日、第 10 回目となる 2011 年

中国企業トップ 500 社を発表した。トップ 500 社の営業収入総額は 36

兆 3,100 億元で、この 10 年間の年平均伸び率は+22%となった。うち、

営業収入 1,000 億元を超える企業が 80 社に上った。業種別に見る

と、製造業の営業収入総額は 17 兆 8,000 億元で前年比 34.6%増、サ

ービス業は 14 兆 7,000 億元で同 26.6%増となっている。また、トップ

500 社の海外での営業収入総額は前年比 53.6%増、海外資産総額は

同 38.9%増、海外従業員総数は同 35.48%増となり、海外での業務拡

大が読み取れる。中国企業連合会はこのほか、民営企業のランクイ

ンが 184 社と、10 年前の 87 社から増加していることから、民営企業

の中国経済における躍進についても言及した。また、2011 年フォーチ

ュン世界企業 500 社番付に中国本土の企業 58 社がランクインしてお 
り、企業数で米国、日本に次ぐ世界第 3 位となったとし、中国企業の世界における存在感を強調した。    
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先週の人民元相場は6.3860で寄り付いた。週初から中国人民銀行が人民元対ドル基準値を最高値に設定したこ

とを受け、人民元が堅調に推移する中、30日には6.38台を初めて突破し、2005年7月の切り上げ後の最高値を更新

する6.3705まで上昇。その後は週末にかけて小幅反落し結局6.3826で越週している。29日に中国国家発展改革委

員会は声明で、国内のインフレ圧力は引き続き強く、通年のインフレ目標の達成は困難との認識を示した。また、1

日に温家宝首相は、当面は引き続きインフレ抑制が最優先課題になるとの考えを示しており、中国当局が物価上

昇に一段の注意を払っていることが窺える。9日に発表される8月の消費者物価指数上昇率は前年比プラス6.2%と

前月の6.5%から鈍化する見込みであるが、高止まりしているインフレ抑制のため、人民元は今後も上昇することに

なるだろう。（9月5日作成） 

（市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ） 

RMB RMB RMB RMB レビューレビューレビューレビュー＆＆＆＆アウトルックアウトルックアウトルックアウトルック    

人人人人    民民民民    元元元元    のののの    動動動動    きききき    

当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、すべてお客様御自身でご判断下
さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当行はその正確性を保証するものではありま
せん。内容は予告なしに変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護されております。 
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